
（単位：千円）

課
名

備 考

（ ）

　社会の一員としてのこどもの自覚と自立を促し、こ

どもの参画によるまちづくりを実現するため、各種事

業を行うとともに、本市の取組みを発信する。

　1　こども・若者の力ワークショップ

　2　こども・若者市役所

（ ）

他に債務負担行為 （ ）

　就労などにより昼間家庭に保護者がいない児童を対

象に、放課後の遊びや生活の場を提供する子どもルー

ムの運営、待機児童解消に向けた施設整備などを行う。

　1　夏季休業時拡大枠の実施 新 規

　2　土曜日開所時間延長　8:00-16:30→8:00-19:00 拡 充

　3　施設整備　3か所 拡 充

（ ） 拡 充

　民間事業者が実施する子どもルームの安定的な運営

を確保し、児童の健全育成を図るため、運営経費の一

部を助成するとともに、利用を促進する取組みを実施

する。

　1　運営助成　14事業者→15事業者

　2　医療的ケア児の受入助成

　3　民間子どもルームの認知度・魅力向上

（ ） 新 規

　青少年がインターネットを通じた犯罪の加害者・

被害者にならないよう、学校及び関係機関と連携した

取組みを行うため、ネットパトロールを実施する。

健
　
全
　
育
　
成
　
課

国　費 566,800 県　費

1,319,250 933,000

国　費 258,362 県　費 258,362

諸収入 355,166 市　費 447,360

こども未来局　こども未来部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

566,550

こ ど も の 参 画 推 進 2,680 2,922

市　費 1,247,256

2,680市　費

3,705,354子どもルーム整備・運営 3,482,296

諸収入 904,690 市　債 197,000

こ
 
ど
 
も
 
企
 
画
 
課

放 課 後 児 童 健 全 132,342 120,655

国　費 43,435 県　費 43,435

市　費 45,472

青
少
年
サ
ポ
ー

ト
セ
ン
タ
ー

育 成 事 業 補 助 等

ネ ッ ト パ ト ロ ー ル 4,000 ― 

市　費 4,000

Administrator
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（単位：千円）

課
名

備 考

こども未来局　こども未来部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ） 新 規

　ヤングケアラーに関する支援体制を強化するため、

福祉・介護・医療・教育などの関係機関の職員がヤン

グケアラーについて学ぶための研修を行う。

（ ） 新 規

　子どもとその家庭、妊産婦等に対する支援を拡充す

るため、各区に子ども家庭総合支援拠点を整備する。

　令和4年度設置　1か所（中央区）

　令和5年度設置　2か所（花見川区・稲毛区）

（ ） 新 規

　里親委託を推進するため、里親登録のための研修参

加に要する交通費や、委託前の児童との交流期間中の

生活費や交通費を助成する。

（ ） 拡 充

　児童養護施設などにおいて、支援の必要性の高い子

どもへの支援や夜勤業務などに対応するため、補助職

員の雇用に要する費用の一部を助成する。

　対象施設

　  児童養護施設・乳児院・自立援助ホーム・ファミ

　リーホーム

（ ） 拡 充

　複合的な課題を抱える生活困窮家庭などの子どもの

生活習慣や生活環境の改善、関係機関との連携など包

括的な支援を行う子どもナビゲーターについて、中央

区・花見川区・稲毛区・若葉区に加えて、緑区に1人

配置する。

　配置か所　4か所→5か所

こ
　
ど
　
も
　
家
　
庭
　
支
　
援
　
課

ヤングケアラー支援体制強化

里 親 委 託 前 養 育 等 支 援 2,600

234

子 ど も の 貧 困 対 策 31,871

民 間 児 童 福 祉 施 設 助 成 52,674 33,643

国　費 28,209 市　費 24,465

総 合 コ ー デ ィ ネ ー ト

（子どもナビゲーター）

1,300

― 

国　費 1,300 市　費

国費 17,500 市　費 14,371

24,400

子ども家庭総合支援拠点 1,643 ― 

運 営 ・ 整 備 国　費 408 市　費 1,235

― 

国　費 116 市　費 118



（単位：千円）

課
名

備 考

こども未来局　こども未来部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ） 拡 充

　生活困窮家庭の小学5・6年生の児童に対して、クー

ポンを提供し、学習塾や習い事の費用を助成する学校

外教育バウチャーについて、ひとり親世帯の生活保護

受給世帯や児童扶養手当全部支給世帯に加え、ひとり

親世帯以外の生活保護受給世帯も助成対象とする。

　助成定員　各学年100人→115人

（ ） 特別会計

　母子・父子・寡婦家庭の経済的自立を支援するため、

修学資金などの貸付を行う。

（ ）

他に債務負担行為 （ ）

　児童に関する様々な問題について、家庭その他から

の相談に応じ、援助・指導を行う。

　1　新児童相談所基本計画の策定 新 規

　　 　増加、複雑・困難化する児童虐待に適切に対

　　 応するため、将来的な児童相談所開設に向けた

　　 基本計画を策定する。

　2　里親制度推進

　　 　心理訪問支援員による里親への心理的ケア支

　　 援や、育児・家事・学習支援等を行うヘルパー

　　 等の派遣を実施するほか、全里親を対象とする

　　 損害賠償保険に係る費用を新たに負担する。

(1)里親養育包括支援（心理的ケア支援導入） 拡 充

(2)里親サポーター制度 新 規

(3)里子に起因する事故等に対応する賠償責任 新 規

　 保険

繰入金

母子父子寡婦福祉資金貸付

学 校 外 教 育 バ ウ チ ャ ー 34,000 29,562

238,159 259,903

繰入金 3,062

諸収入 223,244 市　債 2,728

244,661

34,250 115,950

国　費 17,125 市　費 17,125

児
　
童
　
相
　
談
　
所

児 童 相 談 所 管 理 運 営 477,081 321,369

国　費 163,131 繰入金 3,424

諸収入 4,865 市　債 61,000

市　費

こ
　
ど
　
も
　
家
　
庭
　
支
　
援
　
課

繰越金 9,125

34,000



（単位：千円）

課
名

備 考

こども未来局　こども未来部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ） 新 規

　良好な保育環境の確保を促進し、施設面の保育の質

向上を図るため、老朽化した民間保育園等の建替えに

係る費用を助成する。

　民間保育園　　　2か所

　（令和4年度～令和5年度継続）

（ ） 拡 充

1　幼稚園の認定こども園移行支援（定員110人増）

 　　認定こども園に移行又は定員増をする私立幼稚

 　園などに対し、改修などに係る費用を助成する。

 　　増設 　　1か所（定員60人増） 

　　 改修 　　1か所（定員20人増）

　　 小改修 　3か所（定員30人増）

2　認可外保育施設の認可化移行支援

　 　認可外保育施設の認可化移行を支援するため、

   改修費、移転費などに係る費用を助成する｡

　　 施設数 　5か所（定員99人増）

3　小規模保育事業開設支援

　　 0～2歳を対象とした､定員6～19人の小規模保育

 　事業の整備に係る費用を助成する。

 　　整備数　9か所（定員171人増）

4　事業所内保育事業の認可支援

 　　事業所内保育事業の認可及び定員増を支援する

 　ため、小規模な改修などに係る費用を助成する｡

　　 施設数 　1か所（地域枠12人増）

5　民間保育園の整備（定員357人増）

　　 既存施設の有効活用による定員変更・分園設置

 　や小規模保育所の新設などに係る費用を助成する。

 　　定員変更・分園設置　2か所（定員60人増）

　　 保育所新設          5か所（定員297人増）

　　 開園前賃借料補助　　2件

　　 開園後賃借料補助　　1件

                1～5合計　27か所　定員749人増

6　事業計画中間見直しに係るニーズ調査

　整備計画の変更などについて検討するため、子育

 　て世帯に対し、教育・保育の利用意向などに関する

アンケート調査を行う。

民 間 保 育 園 等 整 備 698,000

幼
　
保
　
支
　
援
　
課

国　費 33,128 市　債

市　費 564

683,276

国　費 547,594 県　費 6,137

市　債 111,000 市　費 33,269

16,000

民 間 保 育 園 等 改 築 助 成 49,692 ― 



（単位：千円）

課
名

備 考

こども未来局　こども未来部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

他に債務負担行為 （ ）

　老朽化した公立保育所の建替え・民営化にあたり、

園舎の整備や共同保育等に係る経費を助成するととも

に、公立で建て替える保育所の基本設計を行う。

　令和5年度開園（民営化）　小深・小倉台

　令和6年度開園（民営化）　亥鼻

　令和7年度開所（公立）　　千城台西

（ ）

　保護者の経済的負担を軽減し、幼児教育の振興を図

るため、幼稚園の保育料に対して給付費を支給すると

ともに、各種助成を行う。

私立幼稚園　53か所

国立幼稚園　 1か所

（ ）

　幼児教育から小学校教育への円滑な接続を図り、子

どもの発達や学びの連続性を確保するため、アプロー

チカリキュラムの普及などを進める。

　1　アプローチカリキュラムの普及

　2　幼保こ小間の連携・交流活動の普及・定着化

　3　家庭と保護者に対する啓発・支援

（ ）

　民間保育園､認定こども園､小規模保育などに給付費

を支給するとともに、各施設に対して運営費を助成す

る。

　1　民間保育園　　　　　　162か所

　2　民間認定こども園　　 　38か所

　3　小規模保育　　　  　　 63か所

　4　家庭的保育 　　　　　　 8か所

　5　事業所内保育　　　　　 14か所

　6　施設型給付対象幼稚園　  5か所

　7　居宅訪問型保育　  　　　2か所

幼児教育の推進体制構築 1,337 1,337

繰入金 1,337

幼
　
保
　
支
　
援
　
課

幼
保
支
援
課
・
幼
保
運
営
課

民間保育園等給付・助成 25,749,979 25,593,034

負担金 1,764,708 国　費 10,701,302

県　費 5,084,417 繰入金 2,477

市　費 8,195,556

国　費 1,296,773 県　費 650,135

繰入金 15,134 市　費 725,214

305,000 440,000

国　費 170,333 市　債 110,000

市　費 24,667

2,687,256 2,860,734

公 立 保 育 所 の 建 替 え 443,000 ― 

国　費 295,000 市　債 102,000

市　費 46,000

諸収入 1,519

幼 稚 園 給 付 ・ 助 成



（単位：千円）

課
名

備 考

こども未来局　こども未来部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　保護者の就労形態の多様化などに伴う保育ニーズに

合わせ、様々な保育メニューの提供を行うとともに、

多様な集団活動への支援を行う。

　1　一時預かり　　　

　2　休日保育

　3　3歳未満児在宅保育支援給付

　4　居宅訪問型保育

　5　支援課が入れる？？地域における小学校就学前の子どもを対象とした

多様な集団活動

（ ）

　保育の質の確保と向上を図るため、引き続き各種研

修の実施等を行うとともに、栄養士巡回指導員の配置

を拡充する。

　また、児童の事故を未然に防ぐため、新たに路面標

示や保育支援者による見守り活動等の安全対策を行う。

　1　園庭の無い民間保育園へのキッズガードの配置 新 規

　2　キッズゾーンの整備（稲毛駅周辺） 新 規

　3　民間保育園等巡回指導員配置 拡 充

　　（栄養士資格指導員　1人→2人）

　4　保育所等ＩＣＴ化推進

　5　保育所等事故防止推進

　6　保育士等キャリアアップ研修

　7　サバティカル研修

（ ）

　保育士などを確保するため、保育士等給与改善や宿

舎借上げ、保育士修学資金等貸付、資格取得支援など

に対する助成などを行う。

　1　保育士等給与改善

　2　宿舎借上げ助成

　3　保育士修学資金等貸付

　4　保育士資格取得支援

　5　潜在保育士・看護師再就職支援

　6　保育士養成施設新卒者の確保

　7　問題解決相談員設置

教 育 ・ 保 育 人 材 の 確 保 1,404,276 1,361,590

国　費 169,695 県　費 268,740

市　費 965,841

幼
　
保
　
運
　
営
　
課

市　費 105,778

保 育 の 質 の 確 保 115,040 121,301

国　費 37,292 県　費 24,985

諸収入 7,659 市　費 45,104

幼
保
支
援
課
・
幼
保
運
営
課

多様な保育需要への対応 290,928 318,385

使用料 19,856 国　費 100,311

県　費 64,301 諸収入 682




